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【財政力指数】

近年上昇傾向にあるものの、類似団体平均を下回っている。本町には大きな企業が存在しないため、大幅な税収増加は期待できず、積極

的な企業誘致活動の展開、未利用町有地の活用、町税徴収率の向上等により自主財源の確保に努める。

【経常収支比率】

類似団体平均を下回っているが、引き続き人件費の削減など行財政改革の取組を通じて、義務的経費の削減に努め、80％以下を目標に

財政の健全化を図る。

【ラスパイレス指数】

適正な昇給制度の運用等、給与の適正化に努めたことにより類似団体平均を４．０ポイント下回っている。今後は評価制度の実施による年

功序列的な要素の見直し、職務・職責に応じた給与体系への転換を図り、適正水準の維持に努める。

【将来負担比率】

類似団体平均を下回っている。今後、小中学校の耐震化等の大型事業が予定されているため、世代間負担の公平化を考慮しつつ適債

事業を峻別し、新規地方債発行を抑制し財政の健全化を図る。

【人口千人当たり職員数】

類似団体平均を下回っている。引き続き住民サービスの低下を招かない範囲で定員適正化管理計画の推進に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

類似団体平均を下回っている。今後とも、職員数や事務事業の見直しを進め、適正化に努める。

市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
岐阜県 養老町

人 口

面 積

標準財政規模

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

32,553

72.14

6,464,646

10,464,081

9,343,205

504,908

人(H21.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

財政力

財政力指数 [0.66]

類似団体内順位

25/43
全国市町村平均

0.56
岐阜県市町村平均

0.65

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.24

1.94

0.83
0.830.800.750.71

H20H19H18H17H16

0.66
0.640.620.600.58

財政構造の弾力性

経常収支比率 [78.5%]

類似団体内順位

6/43
全国市町村平均

91.8
岐阜県市町村平均

87.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

97.5

65.7

83.5
82.681.783.381.9

H20H19H18H17H16

78.5
78.2

80.5
76.8

80.7

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [108,826円]

類似団体内順位

21/43
全国市町村平均

114,142
岐阜県市町村平均

115,343

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

30,000

188,708

69,568

113,004
114,507112,089111,008

98,143

H20H19H18H17H16

108,826
108,803106,878106,958

109,249

給与水準 （国との比較）

ラスパイレス指数 [90.4]

類似団体内順位

6/43
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
105.0

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

99.9

87.3

94.4
94.593.9

94.894.8

H20H19H18H17H16

90.4
90.1

87.6
86.787.2

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [7.46人]

類似団体内順位

15/43
全国市町村平均

7.46
岐阜県市町村平均

7.92

(人)

16.00

14.00

12.00

10.00

8.00

6.00

4.00

2.00

14.27

5.00

7.98
8.208.06

7.78
6.80

H20H19H18H17H16

7.467.867.79

7.787.89

公債費負担の状況

実質公債費比率 [6.8%]

類似団体内順位

8/43
全国市町村平均

11.8
岐阜県市町村平均

10.7

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

26.6

2.1

10.9
11.1

12.712.7

H20H19H18H17H16

6.8
5.85.34.9

将来負担の状況

将来負担比率 [62.6%]

類似団体内順位

11/43
全国市町村平均

100.9
岐阜県市町村平均

45.6

(%)

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

241.5

6.0

54.658.7

H20H19H18H17H16

62.6

81.9

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし 人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

養老町
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄

【財政力指数】

近年上昇傾向にあるものの、類似団体平均を下回っている。本町には大きな企業が存在しないため、大幅な税収増加は期待できず、積極

的な企業誘致活動の展開、未利用町有地の活用、町税徴収率の向上等により自主財源の確保に努める。

【経常収支比率】

類似団体平均を下回っているが、引き続き人件費の削減など行財政改革の取組を通じて、義務的経費の削減に努め、80％以下を目標に

財政の健全化を図る。

【ラスパイレス指数】

適正な昇給制度の運用等、給与の適正化に努めたことにより類似団体平均を４．０ポイント下回っている。今後は評価制度の実施による年

功序列的な要素の見直し、職務・職責に応じた給与体系への転換を図り、適正水準の維持に努める。

【実質公債費比率】

過去からの起債抑制策により類似団体平均を下回っているが、今後とも新規地方債発行の抑制に努め、引き続き水準を抑える。

【将来負担比率】

類似団体平均を下回っている。今後、小中学校の耐震化等の大型事業が予定されているため、世代間負担の公平化を考慮しつつ適債

事業を峻別し、新規地方債発行を抑制し財政の健全化を図る。

【人口千人当たり職員数】

類似団体平均を下回っている。引き続き住民サービスの低下を招かない範囲で定員適正化管理計画の推進に努める。

【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】

類似団体平均を下回っている。今後とも、職員数や事務事業の見直しを進め、適正化に努める。


